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要旨1）中国の経済成長は人々の暮らしを豊かにし、今、中国は、「世界の市場」として世界から注目
されている。中国市場の購買力の1つの象徴は、その自動車市場の規模である。2000年以来、中国の
自動車市場は約4倍に成長し、現在世界第2位の規模となった。しかし、好調な消費と比べ、統計さ
れた所得は余りにも低い。本稿は、中国都市住民の実質所得と統計所得の違いに注目し、実質所得の
分布を推定するモデルの構築を試みる。
キーワード：対数正規分布、所得分布、ジニ係数、ロングテール、中国市場、自動車市場。
1．はじめに
1－1．中国の自動車市場
　中国経済は、今世紀に入ってから、年平均10％を超える
成長を遂げ、GDPは2000年の9．9兆RMB2）から、2007年の
24．9兆RMBになった。この経済成長は、中国の人々の所
得を飛躍的に増大させ、暮らしを豊かにした。今、中国は、
その安価な労働力で「世界の工場」として機能する一方、
その大きくなり始めた購買力で「世界の市場」にもなろう
としている。海外のブランドは、この中国市場、特にその
比較的富裕な層に注目している。
　中国市場における富裕層の購買力を捉えるには、自動車
市場の規模が1つの指標となる。多くの国々において、自
動車は高価な商品であり、豊かさの象徴である。中国でも、
人々が豊になると、自動車を購入し始また。2000年以来、
日本、米国の自動車市場がほぼ横ばいなのに対して、中国
の自動車市場は、約4倍に成長し、2006年以降、中国市場
は日本を抜いて米国に次ぐ世界第2位の規模になった（図
表1）。
　図表1から、中国の自動車市場は、過去の商用車中心か
ら、近年、乗用車中心に移行することで大きく成長してい
ることが分かる。このような乗用車市場の成長の要因とし
ては、道路などのインフラの整備、政府の自動車所有奨励
などがあると思われるが、最も大きな要因は、所得水準の
上昇であり、自動車が購入できる消費者が急速に増えてき
たからであろう。
　中国で販売される自動車は、主に、国産ブランドによっ
て生産されるものと海外ブランドによって中国で生産され
るものがある3）。海外ブランドによる生産は、海外メーカー
と中国メーカーとの合弁で行われなければならない。また、
ブランド表示に際して中国における生産地を認識可能にし
なければならない4）。中国消費者は、中国で生産された海外
ブランドは国産車と認識し、国産プラントか海外ブランド
かの選択は、主に、価格、性能、ステータスという軸で行
われていると思われる。
　図表2は、乗用車の国別ブランドのシェアである。中国
国産ブランドのシェアは26％で、日本ブランドの28％をは
じめ、外国ブランドのシェアは63％に達している。近年、
海外ブランドの多くは新型車種を海外とほぼ同時に中国市
場に投入し、中国市場での価格は海外市場とおおよそ一致
する。たとえば、海外ブランドの代表的な小売価格は、小
型車が約10万RMB、中型車は20万RMBである5）。国産ブ
ランドでは、小型車は約4万RMB、中型車は約10万RMB
である。外国ブランドのシェアから見て、中国の消費者は
かなり高価な車を選択していることが分かる。
??本研究の着想に貴重なアドバイスをくださった宗国旨英氏に感謝する。
RMB（RenMinBi）：中国の通貨単位。1RMBはおおよそ15日本円である。
海外ブランドの輸入車はわずかにあるが、ほとんどの車は中国で生産されたものである。
例えば、ホンダと中国広州汽車と合弁で生産された車に、「広州本田」と産地が認識されるような表示が要求される。
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乗用車 商用車 合　計
中国 日本 米国 中国 日本 米国 中国 日本 米国
200061 4268851481708972095961，781
200172 4298421641629052365911，747
20021134448102121359043255791，714
20031974727612421119364395831，697
20042334777512741099795075851，730
20053974757671791109785765851，744
20065184647782041109277225741，705
2007630440762249 95 8848795351，646
年Lst，10％L10％LM．20％M．20％UM20％H．10％Hst．10％
2007　　7，090
2006　　5，923
2005　　5，099
2004　　4，811
2003　4，364
2002　　3，993
2001　4，676
1 ，768
9，097
7，855
7，327
6，650
6，056
6，415
14，735　　19，986　　27，233　　37，123　　61，629
12，398　　16，910　　23，254　　31，669　　53，296
10，837　　14，928　　20，530　　28，217　　47，168
10，020　　13，644　　18，517　　25，203　　42，909
9，014　　12，250　　16，532　　22，240　　37，103
8，230　　11，156　　14，967　　19，837　　31，929
8，222　　10，570　　13，551　　17，228　　25，111
　　　　　　　　　データ出所：自動車年鑑（2008－2009）、
　　　　　　　　　　　　　　中国汽車工業協会統計信息網
図表1．中国、日本、米国の自動車市場規模（単位：万台）
中国　　　日本　　　ドイツ　　　米国　　　韓国　　　フランス
　図表2．国別ブランドのシェア（乗用車）
1－2．購買力のなぞ
　所得が大きく伸びたとはいえ、中国の家計にとって、自
動車の購入は大きな負担である。中国統計年鑑は、住民の
所得を、最低収入10％層、低収入10％層、中下20％層、中
間20％層、中上20％層、高収入10％層、最高収入10％層と
図表3．
データ出所：中国統計年鑑（2002－2008）より世帯換算
中国都市住民の世帯所得（単位：RMB）
7層6）（グループ）に分けて、それぞれの平均所得を発表し
ている。7層の平均所得の経年の数字は、図表3の通りで
ある。近年、中国都市住民の世帯収入は大変な勢いで増加
しているが、しかし、2007年の最高収入10％層の平均所得
は約6．2万RMBであるので、10万～20万RMBもする自動
車は、やはり高価すぎる。
　中国の13億人の44％が都市、56％が農村部に住む。農村
部に比べ、都市には多くの所得が集まり、豊かである。こ
こでは、とりあえずこの都市住民の世帯所得に注目する。
中国統計年鑑によると、都市人口は約5．7億人、世帯平均人
口は約3人、都会の世帯数は約1．9億世帯になる。図表4は、
都市世帯の自動車所有率で、それに基づいて、都市住民の
自動車所有台数が推定できる（図表5）。また、自動車所有
台数の前年との差を利用すれば、個人による新車購入台数
もおおよそ推定できる（図表6）。これらをまとめると、2007
年の個人所有自家用車は約1千万台で、近年では、個人に
よる自動車の購入台数は年間140～240万台である。図表1
の数字と比べると、この個人による自動車購入が、乗用車
市場のかなりの比率を占めていることが分かる。
5）乗用車の参考価格（雑誌「車主之友　CAR　OWNERS」2008年2月号より引用）
　　　　　，種類　　　　中国名　　　海外名　　　海外メーカー　　　　　価格（RMB）
．小型車
。中型車
．中型車
．小型車
．小型車
．中型車
飛度
雅閣
凱美瑞
一ド羅拉
高ホ
巾白薩特
フィット
アコード
カムリ
カローフ
Golf
Passat
ホンダ
ホンダ
トヨタ
トヨタ
フォルクスワーゲン
フォルクスワーゲン
94，000
199，800
197，800
132，800
68，800
176，800
・各ブランドの最下位グレード商品の価格）
6 これ以降、
・最低収入10％層
・低収入10％層：
・中下20％層：
・中間20％層：
・中上20％層：
・高収入10％層：
・最高収入10％層：
7層を以下のように表示する。
Lst．10％（Lowest　Income　Households　10％）
L．10％（Lowest　Income　Households　10％）
LM．20％（Lower　Middle　Income　Households　20％）
M．20％（Middle　Income　Households　20％）
UM20％（Upper　Middle　Income　Households　20％）
H．10％（High　Income　Households　10％）
Hst．10％（Highest　Income　Households　10％）
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王　中国の所得に関する統計と自動車市場に関する統計との
間には、大きな乖離が存在している。なぜなら、上位Hst．
10％層の平均所得の6．2万RMBでは、高価な自動車が年間
140～150万台も購入されているという状況を説明しがた
い。
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所得金額 割合
Lst．10％　L，10％　LM．20％　M．20％　UM．20％　H．10％　Hst，10％
2007　　0．44
2006　　0．52
2005　　0．29
2004　　0．13
2003　0．2
1．03　　　2．01　　　3．11
0．52　　　1．3　　　　1．9
0．64　　　0．91　　　1，73
0．69　　　0．64　　　0．81
0．25　　　0．42　　　0．62
5．9　　11．88　25．25
4．2　　8．22　　20．11
3．26　　5．57　　16．2
1．93　　　3．45　　　10．79
1　　　　1．97　　6．57
5千ドル未満
5千ドル～10千ドル
10千ドル～15千ドル
15千ドル～20千ドル
20千ドル～30千ドル
30千ドル～40千ドル
40千ドル～50千ドル
50千ドル～70千ドル
70千ドル以上
3．5％
4．5％
6．3％
6．3％
12．2％
11．0％
9．8％
15．3％
31．1％
　　データ出所：中国統計年鑑（2004－2008）
中国都市世帯の層別車所有率（％）
　　　　データ出所：Consumer　Expenditure　Survey，
　　　　　　　　　US　Bureau　of　Labor　Statistics
図表8．2007年の米国の世帯収入の分布（単位：千ドル）
図表4．
2007
2006
2005
2004
2003
112
80
62
37
19
480　943
382　699
308　543
205　350
125　210
　　　　　　　　　　　データ出所：中国統計年鑑より加工
図表5．中国都市世帯の層別車所有台数推定（単位：百万台）
2007
2006
2005
2004
98　244
74　155
103　193
80　141
　　　　　　　データ出所：中国統計年鑑より加工
図表6．中国都市世帯自家用車所有台数変動
　　　　（単位：百万台）
　比較対象として、日本の家計の所得分布は、図表7の通
りである。自動車の平均購入価格が150～200万円であると
すれば、日本のほとんどの家計が自動車を購入できる能力
があることが明白であり、その結果、安定な400万台／年の
乗用車市場が形成されている。
　また、米国においても、家計の平均所得が比較的高く、
3万ドル以上の所得を有する家計は60％を超える（図表
8）。このような家計所得を背景に形成される購買力が、米
国の700万台の乗用車市場を支えている。
．グループLst．20％　LM．20％　M．20％　UM．20％Hst．20％
1－3．対象問題
，所得 353未満　353－477477－635635－870870以上
　　　　　　データ出所：総務省統計局調査部「家計調査」
図表7．平成18年度の日本の世帯収入の分布（単位：万円）
　上記から、中国の自動車市場は日本や米国の自動車市場
とは、構造的な違いがあると推測される。すなわち、日本
や米国の自動車市場は高い平均購買力によって支えられて
いるのに対して、中国の場合には、高所得層によって市場
が創出されていると考えられる。中国市場の購買力を解き
明かすカギは、高所得層の所得の分布の解明である。
　本稿は、中国都市住民の統計された所得ではなく、その
実質所得分布を測るモデルの構築を試みる。実質所得の分
布を把握することで、中高収入層の購買力をより適切に捉
えられると考える。所得分布の問題は、いわゆる経済格差
問題としても注目されており、多くの研究が行われている。
第2章では、所得分布と、格差を計測するジニ係数を簡単
に紹介する。所得分布とジニ係数との接点を確立すること
で、モデルのチューニングに大きな利便性が得られる。第
3章では、対数正規分布を利用して中国都市住民の所得を
表現し、インプライド所得分布を推定する。ここで、推定
された所得分布と実際消費との問に大きな乖離が存在する
ことを確認する。第4章では、実質所得を計測するモデル
の構築を行い、モデルを利用して数値例による確認を行う。
このモデルにおいては、ジニ係数に関する情報が重要なパ
ラメータとして利用される。また、実質所得分布上の自動
車保有力指数を定義し、それを利用して推定される分布の
妥当性をチェックする。最後に、このモデルからのアウト
プットを用いて、中国自動車市場の将来性に関する考察を
し、興味深い結果も得られている。
　巨大な市場に成長している中国市場には魅力が満ちてい
るが、海外ブランド側からすれば、中国は、発展、変化が
速く、統計データの精度も不十分であるため、その市場規
模を正確に捉えることは困難である。特に、消費者の購買
力の最も重要な源泉である所得、特に海外ブランドが注目
している中高収入層の実質所得分布の実態はなぞに包まれ
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ている。本稿は、この実態解明への小さな一歩となる。
II．所得の分布について
II－1．所得の分布
　19世紀のイタリアの経済学者ヴィルフレド・パレートは、
当時のヨーロッパ諸国の所得統計を分析した結果、人々の
所得の分布について、後にパレート法則とよばれる結論を
得た。すなわち、低収入と平均収入層の所得分布は正規分
布で表現され、中収入・高収入層の所得分布はパレート分
布で表現されるとした（図表9）。
平均収入層↑中上収入層高収入層　超高収入層
　　　　XO
図表9．所得のパレート分布のイメージ
パレート分布とは、以下の関数で表現される。
［式・］P（・）一論・・廊
式1に於いて、xは世帯の所得、　P（x）は所得がx以上の世
帯数の割合を表し、α，a，hは分布のパラメータである。多
くの場合、a＝Oと見なされ、パレート分布は、
［式・］Pω一（郭・〉・・
　パレートの法則は、中・高所得層の所得分布に重点を置
いているため、低所得層の現実の所得分布状況は十分に正
確に表現されていない（図表10）。その点を修正するため、
フランスの統計学者R・ジブラ（1931）は、所得を対数正
規分布で表現するモデルを提唱した。対数正規分布の場合、
所得の確率密度関tw　f（x）は、
［式・］∫ω「揚。．x・…（一（！1’1；illl・（．x．）2一μ）1），　x＞・
となる。式において、μ，σ2は、所得xの対数値に関する平
均および分散であり、xの平均と分散は次のように計算さ
れる。
　　　　E（x）＝exp（μ十σ2／2）
［式5］
　　　　V（x）＝exp（2μ十σ2）・（exp（σ2）－1）
　なお、ジブラ法則は、1つの分布で全所得層をカバーす
るので便利ではあるが、その反面、分布の裾の広がりに制
約を受けるη。
図表10．正規分布、対数正規分布とパレート分布の確率密度関数
として知られている。この場合、αは形状のパラメータと
なり、平均は、
［式3］E［・］一砦
と計算される。
　図表10は、正規分布、対数正規分布とパレート分布の確
率密度関数の図例であり、ベル型の細線は正規分布、太線
は対数正規分布、右下がりの線はパレード分布を表す。3
つの分布はほぼ同じ平均と標準偏差も持つが8）、それぞれ
に構造的な特徴がある。正規分布の裾が最もせまく、所得
を表現する場合、高い所得が出にくい分布であることが分
かる。正規分布のような裾をノーマル・テールと呼ぶ。対
7）所得の分布の表現については、その他、ガンマ分布、一般逆正規分布を利用する方法もある。
8）図におけるパレート分布は、上位50％の変数のみを表現する。
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王数正規分布の裾は正規分布よりかなり上方に延び、高い所
得が出る可能性がかなり大きくなる。パレート分布の裾は
対数正規分布よりさらに延び、所得で言えば、きわめて高
い所得の人が多くいるような状態が表現できるが、平均値
付近では分布の形が適切でないことがよくわかる。普通、
対数正規分布の裾をロング・テール、パレート分布の裾を
ヘビー・テールと呼ぶ。
　今までのビジネスでは、顧客数の多い分布の中心部分が
主に注目されていたが、インターネット技術の進歩で裾の
顧客に効率的にアクセスする手段が確立され、ネットビジ
ネスの世界では分布の裾に対する関心が急速に高まってき
た。その点において、所得の分布の裾とネットビジネスに
おける分布の裾は、統計的に同じ問題である。
II－2．ジニ係数
　人々の所得が分布に従うということは、不平等、格差が
存在するということである。この格差を測る指標としては、
「ローレンツ曲線」と「ジニ係数」が有名である。
　収入の低い順に、世帯数の累積相対度数を横軸に、所得
の累積相対度数を縦軸にとり、原点と各点を結んだ線をロ
ーレンツ曲線という。ローレンツ曲線は、アメリカの経済
学者マックス・ローレンツ（1905）が考案したもので、所得
xの確率密度関数をf（x）とすれば、ローレンツ曲線L（．）
は以下のように定義される。
［式6］　L（h）＝
∬漁）’dx
∬・ゾω・dU
L（．）は、所得を小さい順に並べ、下からh割に属する人
図表11．ローレンツ曲線
京　穂
の所得の合計値を全体所得で割った数字になる。所得格差
が存在しない場合、L（．）は45度線と一致するが、格差が大
きいほど、L（．）は45度線から下方乖離する。
　ジニ係数（Gini’s　coefficient）は、1936年、イタリアの
統計学者コッラド・ジニによって考案され、今日、所得分
配の不平等など、富の偏在性を測る指標として広く応用さ
れている。ジニ係数は次のように定義される。
［式・］G一論
　E悔一紛は、全ての要素間の乖離の平均であり、それを
2・E（x）で割って標準化したものがジニ係数である。ジニ係
数は、45度の直線とローレンツ曲線との間の半舷の面積の
割合を表すものでもある。
　ジニ係数は0から1までの値をとり、値が0に近いほど
格差が少なく、1に近いほど格差が大きい状態を表す。ジ
ニ係数の目安として、競争経済においては概ね0．3～0．4が
適切であるといわれる9）。
　対数正規分布［式4］に従う所得分布のジニ係数は、次
のように計算される’°）。
［式8］　G＝2・ノ〉（毒・crlO，12）－1
なお、式8のN（210，12）は標準正規分布の累積密度関数あ
るll）。
　所得分布とジニ係数との関係は、分布を特定する場合に
有用である。所得分布に関する研究の多くは、最終的にジ
ニ係数の問題に辿り着くものが多い。これらの研究の結果
を有効に利用するためにも、ジニ係数を接点とした展開に
は多くのメリットがある。
III．中国の所得分布と購買力
III－1．中国の所得分布
　中国の所得分布について、本稿は、中国国家統計局が発
表した「2005年全国1％人ロサンプリング調査」の数字を
利用する。この調査は、人口の約1％を対象に行ったもの
で、都市部と農村部のデータを別々に発表している。その
中の都市153万世帯に所得分布は、図表12の通りである。
9）先進国では、税金・社会保険などによる所得再分配によって、所得格差を減らし、その分、ジニ係数も低下するという。
10）パレート分布に従う所得のジニ係数は、G＝＝1／（2α一1）である。これらの算出の詳細は参考文献［2］を参照
・・）N（21・・…）－11th・…（芋）・d・・
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所得金額（RMB） 世帯数 割合 層Noli 下限：1（i） 上限：u（i）
1000以下
1001－2000
2001－3000
3001－4000
4001－6000
6001－8000
8001－10000
10001－15000
15001－20000
20001－25000
25001－30000
30001－40000
40001－50000
50001以上
合　　計
　694，659
　519，883
　172，363
　69，124
　46，167
　13，754
　　6，438
　　4，354
　　1，055
　　280
　　118
　　　112
　　　56
　　　98
1，528，460
45．448％
34．014％
11．277％
　4．522％
　3．020％
　O．900％
　0．421％
　0．285％
　O．069％
　O．018％
　0．008％
　0．007％
　0．004％
　0．006％
100．000％
Lstユ0％
L．10％
LM．20％
M．20％
UM．20％
H．10％
Hst．10％
??＝」??一〇〇
－1．28
－0．84
－0．25
0．25
0．84
1．28
一1．28
－0．84
－O．25
0．25
0．84
1．28
00
　　　　　　　　　　出所：中国国家統計局HP
図表12．都市世帯の所得の調査サンプルの分布
　この調査で得られた結果を、対数正規分布で表現したの
が図表13である。図表13における「サンプル割合」は、調
査で得られた結果で、「対数正規分布」は、対数正規分布を
用いて表現した場合の結果である。この2つの数字を比べ
ると、対数正規分布は、中国の都市部の所得をよく表して
いることが確認できる。
所得金額（RMB）　サンプル割合　　対数正規分布
図表14．標準正規分布における7層の分割
に入手できるものではない。中国の所得統計の場合、もっ
とも入手しやすいデータとしては、前述の7層の層別平均
所得がある。本稿では、所得分布を対数正規分布とし、こ
の7個の平均値と整合性のあるパラメーターを推定するこ
とで、分布を特定する。このように推定された分布を、こ
こで、インプライド所得分布という。
　分布のパラメータを推定するロジックは、まず、標準正
規分布に関する計算から始まる。標準正規分布において、
7層の分割は図表14の通りになる。下限1（i）行と上限u（i）
行は、それぞれの層の下限と上限である。
　パラメータμ，σ対数正規分布の確率密度関数をf（x，μ，
σ）とすると、層iの平均は、
［式9］ ・（i’…’・）一灘∴lll㌦ヅ（脚）・dU
1000以下
1001－2000
2001－3000
3001－4000＊
4001－6000
6001－8000
8001－10000＊
10001－15000
15001－20000
20001－25000
25001－30000
30001－40000
40001－50000
50001以上
45．448％
34．014％
11．277％
4．522％
3．020％
0．900％
O．421％
0．285％
O．069％
0．018％
0．008％
0．007％
0。004％
0．006％
45．629％
34．001％
11．950％
4．557％
2．835％
0．688％
0．210％
0．113％
0．015％
0．003％
0．001％
0．000％
0．000％
0．000％
図表13．対数正規分布による表現
III－2．7層の平均値と所得のインプライド分布
　所得の分布は、詳細な統計調査データから推定されるの
が一般的であるが、このようなデータはそう簡単に、頻繁
と計算される。7層の平均の統計値が｛v（1），v（2），…v（の｝
である場合、パラメータμ，σは、
［武10］　μ，σ：Minimi2eΣZ－－1（9（i，μ，σ）－v（の）2
と、最小二乗法問題として解くことができる。
　σからインプライド分布のジニ係数は容易に計算される
ので、それを利用して、インプライド分布をチェック・確
認することができるし、また、ジニ係数を拘束条件として
利用することも可能である。
　上記の方法を用いて、中国都市住民の2007年の世帯所得
のインプライド分布を推定してみた。分布の形状は、図表
15の通りであり、統計値から把握できないそれぞれの層の
境界値も推定できる12）。図表16と図表17は、インプライド分
布から計算された7層の平均と実際の統計値の比較であ
る。インプライド分布は統計数値をよく再現していること
が確認できる。
12）　図表15における各層の境界値は以下の通り。
　Lst．10％：0～9，317、　L10％：～12，034、　LM．20％；一・　17，130、M．20％：～23，266、　UM．20％：～33，587、　H．10％：～33，587、　Hst．10％：44，299～．
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図表15．都市人ロの所得のインプライド分布（2007年〉
統計値 インプライド分布
Lst。10％
L10％
LM．20％
M．20％
UM．20％
Hユ0％
Hst．10％
7，182
10，908
14，926
20，246
27，587
37，605
62，430
7，337
10，716
14，554
20，032
27，825
38，278
62，157
図表16．インプライド分布による層別平均と統計値との比較
　　　　（2007年、単位：RMB）
図表17．インプライド分布による層別平均と統計値との比較図
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：RMB）
　インプライド分布は豊富な情報を与えてくれる。それぞ
れの層の境界値が得られる上、分布を利用して、任意の対
象層の市場規模を推定することもできる。これは、マーケ
ッティングにとって貴重な情報源となる。また、高収入層
の分布をより具体的に把握することができる。図表18は、
所得κ以上の世帯数とその割合を示すものであり、このよ
うに、インプライド分布を利用して、所得分布をより詳細
に捉えることができる。
lO，ooe
20，000
30，000
40，000
50，000
60，000
70，000
80，000
90，000
100，000
110，000
120，000
130，000
140，000
150，000
160，000
170，000
180，000
190，000
200，000
87．698％
50．000％
25．785％
13．350％
7．078％
4．006％
2．275％
1．355％
0．842％
O．539％
0．347％
0，226％
0．154％
0．104％
O．071％
O．050％
0．036％
0．026％
0．019％
0．014％
?????????????????????1
図表18．インプライド分布からの詳細情報
III－3．統計所得と実質所得
中国の好調な消費と比べ、図表18の所得分布はあまりに
も低すぎる。図表6より、2004年以降、自動車を購入した
世帯数は年間140万～240台あるのに対して、図表18では、
所得が10万RMBを超える世帯数の総数はわずか百万世帯
である。この所得の数字では、自動車市場の規模を説明す
ることは困難であり、実質所得に比べ、所得が過小統計さ
れていると推測される。
　中国の所得が過小統計されていることは、広く認識され、
議論されている問題である。特に、高所得層については、
統計当局も実態が把握しきれていないことを認めている。
中国統計の家計調査は、調査員のインタビューによって原
始データが収集される。このインタビューの結果と実際と
の問に乖離が生ずる。それは、実際よりも抑えられた数字
が申告される傾向にあるためで、統計数値が実質所得より
低めに出るというバイアスが存在する。この問題は万国共
通ではあるが、自由経済と社会主義平等思想が共存してい
る中国において、より顕著である。また、高所得層ほど、
所得が低く「統計」されるバイアスがより強いと推測され
る。このバイアスによって、統計された所得は、実質所得
より、低く、平均的になる。
　中国の住民の所得は、大きく顕在的収入と非顕在的収入
に分類されるという。顕在的収入とは、公表された給与、
家賃収入、金融資産収入、合法的経営収入などを指し、非
顕在的収入とは公表されない収入を指す。非顕在的収入の
代表としては、例えば、公にされない社員のボーナス、過
剰な福利厚生、隠れ財産による収入などがある。このよう
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な収入は中国では灰色収入と呼ばれている。統計当局の数
字は、顕在的収入しか捉えていないので、統計当局のデー
タに基づいて算出されるジニ係数は、非顕在化収入をも部
分的に捉えている研究者、シンクタンクの数字より小さく
なる傾向にある13）。但し、非顕在的収入を概念的に定義、認
識はできるが、定量的に捉えるのは困難である。
　王小魯（2007）は、中国都市住民の非顕在的収入（灰色収
入）について、調査計測と研究を行った。この調査は、中
国経済改革研究基金会国民経済研究所という民間の研究機
関により、公式的形式をとらず、研究チームメンバーの私
的ネットワークを利用して、中国全土をカバーする2000以
上の都市世帯を対象に行われた。調査の内容は、2005年の
実質所得と消費の内容である。調査の結果、正式統計され
ていない所得は約4．4兆RMBに上ると推定されたが、この
金額は都市住民所得の半分にも達し、同年の中国のGDP
の約20％に相当するという。この研究は、非顕在的収入調
整後の「実質所得」と「統計所得」の層別の対比も算出し
ている14）（図表18）。それによると、調整後、最低所得層（Lst．
10％）の所得にはほとんど変化がなかったものの、次のL．
10％、LM．20％、　M．20％の層の実質所得は統計所得の約1，5
倍、中・高所得のUM．20％とH．10％の層の実質所得は統計
所得の約2倍、最高所得層（Hst．10％）の実質所得に至って
は統計所得の約5倍にもなった。
　図表18の結論の正当性は自動車市場の規模によって裏付
けられる。中国における自動車保有に伴う燃料費、通行料、
税金、保険、駐車場などの費用は年間平均2万RMBがか
かり、自動車購入価格を10万RMB、使用年数を10年とする
と、自動車保有のコストは年間3万RMBであると推測し
た。これを負担するには、その4倍の世帯所得、すなわち、
12万RMBが必要であるという。図表18から、都市住民の
最高所得10％層の平均所得は14万RMBあり、その数は約
1，900万世帯である。このような所得分布があって始めて中
国の自動車市場の規模を説明できると主張される。
IV．インプライド所得分布の修正
IV－1．インプライド所得分布の修正
　企業が自社商品の市場規模などを予測する場合には、客
観的なデータである所得統計が重要な情報源となる。所得
統計にバイアスがあれば、何らかの方法でそれを調整、修
正する必要が出てくる。多くの企業は独自にデータ収集に
も努めているが、一企業の力では大規模な調査は困難であ
る上、統計当局による調査と同様なバイアスも存在する。
中国市場の購買力を正確に捉えるには、調査データに対し
て、何らかの客観性のある修正ロジックが求められる。
　ここでは、当局の統計データをべ一一スに、実質所得を推
定するモデルの構築を試みる。推定に利用される主なパラ
メータはジニ係数である。また、実質所得分布上の「自動
車保有力指数」を定義し、実際の車保有台数と比較して、
対象分布の妥当性をチェック、確認する。また、このモデ
ルを利用して、中国自動車市場の将来性の考察も試みる。
IV－2．実質所得の推定
　バイアスがあるとはいえ、統計所得はカバレッジが広く、
客観的な数字である。実質所得を推定する前に、ここでは、
対数正規分布を前提に、まず、［式9］、［式10］に基づいて、
統計所得の分布を推定する。このように得られた分布のパ
ラメータをμo，σoとおく。2003年から2007年までの推定の
結果は図表20の通りである。
エンゲル係数　　研究所調査平均①　当局調査平均② ①／② ②／①
Lst．10％
　L10％
LM．20％
M20％
UM．20％
　H．10％
Hst．10％
0．474
0．448
0．419
0．388
0．364
0．343
0．280
　3，377
　7，208
10，401
15，184
23，863
34，569
140，764
3，135
4，885
6，711
9，190
12，603
17，203
28，773
1．08
1．48
1．55
1．65
1．89
2，01
4．89
0．93
0．68
0．65
0．61
0．53
0．50
0．20
図表19．
　　　　　　　　　　出所：中国経済改革研究基金会国民経済研究所
都市住民の実質所得と統計所得（2005年）
13）　中国社会科学院院報によると、2005年の都布住民所得のジニ係数について、中国国家統計局の数字はO．32、中国社会科学院の数字
　は0．4であった。また、全国のジニ係数として、大学・研究機関の数字は、中国国家統計局の数字より平均的に0．1も高い傾向がある。
14）統計当局の統計サンプルと国民経済研究所の調査サンプルとは一致しないが、データ同士のマッピングは、エンゲル係数によって
　行われたという。また、引用されている統計当局の数字は、中国統計年鑑で発表されている数字と近いが一致はしない。
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2007　　　　24，305　　　　0．341
2006　　　　20，852　　　　0．347
2005　　　　18，653　　　　0．349
2004　　　　16，392　　　　0．348
2003　　　14，359　　　　0．337
9．904　　　0，6241
9．743　　　　0．6352
9．630　　　　0．6389
9．501　　　0．6369
9．381　　　0．6171
図表20．各年の統計所得のμ。，σ。とジニ係数GO
　次に、実質所得と統計所得との間の関係を次のように設
定する。
①（全階層）の実質所得平均は統計所得平均の関係を係
　数Kで表現する。
　　　K＝実質所得／統計所得
　　統計所得が過少計上されることから、K＞1であるこ
　とは明らかである。
②　今までの議論より、実質所得がより不均等に配分され
　るので、統計所得をべ一スにしたジニ係数GOより、実質
　所得のジニ係数Gの方が大きい。
　　　G＞GO
　対数正規分布を前提に、統計所得から推定されるインプ
ライド分布をf（x，μ。，σ。）、実質所得分布をf（x，μ，σ）とす
ると、f（x，μ，σ）は、
よる実質所得分布の確率密度関数のである。Gを大きくす
ることによって、分布が右の方に大きく伸びることが確認
できる。
　まず、Gの決定から議論する。実質分布のジニ係数につ
いては多くの議論があるが、当局の統計数字によるものが
過小であることは確かである。図表20から、統計当局の数
字に基づくジニ係数は0．34－O．35の間に入ることが分かる。
ここでは、実質分布のジニ係数の範囲を0．34から0．44まで
とする。
　また、（全階層）の実質所得平均は、統計所得平均のK倍
であるが、Kの値の決定も難しい。　KとGとの組み合わせ
によって、実質所得の分布は調整され、図表20は、そのい
くつかのパターンである。K，　Gを動かすことによって、分
布の形を調整できることが確認される。
　Gが大きくなることは、高所得層の方により多くの実質
所得があることを意味する。一方、述べてきたように、ど
の層においても実質所得は統計所得より高くなるので、全
階層の平均を維持したままでは、ジニ係数が高くなること
はありえない。従って、ジニ係数が大きくなるには、全階
層の平均もある程度大きくならなければならない。ここで、
ジニ係数Gを実現する最小K値に注目する。この最小K
値の算出問題は次のように整理できる。
［式11］exp（μ＋σ2／2）＝K・exp（μo＋σぎ／2）
［式12］N（・2／V2・1・，・1）－Gｸ1
［式13］　Minimizeμ
　　　Subブect　to　1＞（σ2／⑫10，1）＝（G十1）／2
　　　　　　　　9（i，μ，σ）≧9（i，μ。，σ。），
　　　　　　　　i＝1，2，．．7
を解くことによって得られる。
IV－3．　KとGの決定
最終的に、KとGがきまれば、実質所得の分布は決まる
といっことになる。図表21は、複数のK，Gの組み合わせに
　［式13］の問題を解いて得られたμ、σから、Kの最小値
が算出される。
［式14］K・・n一織
一一一一一一一一 j＝1，Gニ0．34
　　K＝1．2，G＝O．38
　　K＝1．3，G＝0．44
　2007年の世帯所得に関して、計算した結果は、図表22の
通りになった。
G 0．35　　0．36　　0．37　　0．38　　0．39　　0．4　　0．41　　0．42
図表21．K，Gの組み合わせと分布の形状
最小K108％113％119％125％131％137％144％151％
図表22．GとKlminとの関係
　図表22は、示唆に富む結果である。Gが決まれば、　Kも
おおよそ推定できる。すなわち、Gが0．4になるには、（全
階層の）実質所得が少なくとも統計所得の約1．4倍になる。
Kのオーダーから考えれば、本当のKはKm1．の近辺に存
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G 0．34　　　　0．36　　　　0．38　　　　0．40　　　　0．42　　　　0．44
所得x　P（x）　P（x）　P（x）　P（x）　P（x）　P（x）
イド分布を推定することが可能である。このように推定さ
れる2007年のインプライド分布は図表23、24である。
10，000
20，000
30，000
40，000
50，000
60，000
70，000
80，000
90，000
100，000
110，000
120，000
130，000
140，000
150，000
160，000
170，000
180，000
190，000
200，000
86．9％
50．4％
26．1％
13．3％
7．2％
4．0％
2．3％
1．3％
．8％
．5％
．3％
0．2％????????? ?? ?（?? ? ?? ? （?
88．7％　　89．1％　　89．6％　　90．0％　　90．3％
56．4％　　59．9％　　62．6％　　65．2％　　67．7％
32．6％　　37．1％　　41．3％　　44．8％　　48．4％
18．7％　　23．0％　　27．1％　　31．2％　　34．8％
10。9％　　14，5％　　18．1％　　21，8％　　25．5％
6．7％　　　9．3％　　12．3％　　15．6％　　18．9％
4．2％　　6．2％　　8．5％　11．3％　14．5％
2．6％　　　4．2％　　　6．1％　　　8．4％　　10．9％
1．7％　　　2．9％　　　4．4％　　　6．3％　　　8．5％
1．2％　　2．0％　　3．2％　　4．8％　　6．7％
0．8％　　1．4％　　2．4％　　3．7％　　5．4％
0．5％　　　1．0％　　　1．8％　　　2．9％　　　4，3％
0．4％　　　0．8％　　　1．4％　　　2．3％　　　3．4％
0．3％　　0．6％　　1．1％　　1．8％　　2．8％
0．2％　　　0．4％　　　0．8％　　　1．5％　　　2．3％
0，1％　　　0．3％　　　0．7％　　　1．2％　　　1．9％
0．1％　　　0．2％　　　0．5％　　　1．0％　　　1．6％
0．1％　　　0．2％　　　0。4％　　　0．8％　　　1．4％
0．1％　　　0．2％　　　0．3％　　　0．7％　　　1．1％
0．0％　　　0．1％　　　0．3％　　　0．5％　　　1．0％
図表23．Gとインプライド分布（P（x）は所得x以上
　　　　世帯数の割合）
IV－3．自動車保有力指数
　推定される実質所得分布の妥当性を確認する手段の1つ
として、自動車市場の情報を利用することが考えられる。
自動車の保有費用（含む減価償却）が大きいので、それを
負担しうる世帯数は、自動車の保有量と何らかの比例関係
にあり、（個人向き）自動車市場の成立は、この世帯数に大
きく依存すると考えられる。ここでは、この世帯数を「自
動車保有力指数」と呼ぶ。所得分布がの場合、
［式15］自蝉保有力指数一19・，…，・…∫㌔G）・dx
G 0．34　　　　0。36　　　　0．38　　　　0．40　　　　0．42　　　　0．44
所得x　世帯数　世帯数　世帯数　世帯数　世帯数　世帯数
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と計算される。式におけるγは閾値であり、この値の設定
には大きな自由度があるが、指数は単なるインデックスで
あるので、閾値がある程度高い所得に対応していれば、十
分に機能する。ここでは、閾値をγ＝10万RMBとする。こ
の場合、Gと自動車保有力指数との関係は、図表25の通り
である。なお、図表25における太い線は最高収入層10％が
保有する自動車の台数であり、この層の保有する自動車は
比較的高価なものが多いと思われ、所得150超の世帯数との
緊密な関連性が予想される。
　図表25から、0．36や0．38レベルのジニ係数では、実際の
自動車保有量を説明するのは困難である。ジニ係数は0．4以
上ないと、所得と購買力の開きが大きくなりすぎてしまう。
この図から、ジニ係数は0．42や0．44周辺に位置すると推測
される。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　縦軸の単位：百万台
図表25．Gごとの自動車保有力指数と最高収入層の車保有
図表24．Gとインプライド分布（世帯数単位：百万）
在すると推測される。これ以後はKの代替値としてKmjn
を利用して展開する。
　このように、Gを設定すれば、それに対応するインプラ
IV－4．個人自動車市場の将来性
中国自動車市場の規模15）が、ある所得以上の世帯数、即ち
「自動車保有力指数」に依存するものであるとすれば、こ
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王所得成長率 G＝0．340．36　0．38　0．400．42 0．44
10％
T％
Q％
??12　　16　　22
T　　　8　　12
R　　　5　　　8
27
P7
P2
34
Q2
P6
図表26．所得成長率と5年後の自動車保有力指数との関係
　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万台）
の「自動車保有力指数」が、自動車市場の将来を大きく左
右することになる。今後の自動車市場を予測するには、こ
こで構築したモデルを用いて、まず将来の実質所得の分布
を予測し、そしてその分布における自動車保有力指数を算
出するという方法が考えられる。
　2001年以後、中国都市住民の平均統計所得は年率13％伸
びている。今後の5年間において、平均実質所得の伸びを
10％、5％、2％、ジニ係数Gを0．34、0．36、0．38、0．40、
0．42、0．44とした場合の自動車保有力指数を計算したのが
図表26である。
　自動車保有力指数は、ジニ係数Gの関数であるが、図表
26から、重要な結果が1つ得られる。すなわち、ジニ係数
が異なっても、この世帯数の増加の勢いは大きく変わらな
いということである。また、図表26から、5年後、実質所
得が10万RMB以上の世帯の数は3，000万にも達する可能
性があることが分かる。これらの数字は、中国自動車市場
の大きな潜在力を示している。
京　穂
びていることに加え、あるレベル以上の所得層の急激な拡
大である。この層の数は、分布の右側の裾の面積に相当す
るが、平均所得の成長率に比べ、この裾の面積の成長率の
方が大きい。自動車をはじめ、いわゆる「贅沢商品」の市
場は、今後、平均所得の増加以上に成長する可能性が大き
いであろう。
　本稿は、中国都市住民全体の実質所得分布を対象に展開
した。中国では、地域による違いが大きいので、本モデル
性質上、地域都市ごとに展開した方が、より精緻な結果が
得られる。これは、今後の課題としたい。また、中国以外
の新興国市場に対しても本モデルの適用の研究をしていき
たい。
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V．まとめ
　中国都市住民の平均所得はまだ低いが、消費から推測す
ると、中高収入層に属している人々の所得はかなりあると
考えられる。但し、当局による統計調査は所得が過少計上
されているので、この層の実質所得やその購買力を、統計
データから推定することは困難である。そこで、本稿は、
中国都市住民の購買力の根源をその実質所得にあるとし、
その実質所得を推定するモデルの構築を試みた。モデルの
主なパラメータとしてジニ係数を用い、ジニ係数に関する
多くの研究の結果を活用できるようにモデルを設計した。
　中国統計年鑑の数字から推測すると、年間所得が10万
RMBを超える世帯数は約100万しかないが、本稿モデルに
よる推定の結果では、その数は約10倍の1，000万に達した。
また、自動車保有力指数による検証を行った結果でも、本
稿モデルによって得られた所得分布が自動車消費の現状と
整合性があることが確認された。
　中国市場の特徴は、13億人の平均所得が高い成長率で伸
15）　ここで、個人向き自動車市場の規模をさす。
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